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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

事　業　名 小規模事業経営支援事業

06 01 02 

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 2-01,2-06 部・課

小規模事業経営支援事業費補助金交付要綱

実施方法
国庫･
県単

商工会、商工会議所等へ補助金を交付し実施

実施期間 S35 根拠法令等

県単独事業

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

商工会、商工会議所及び各連合会の行う小規模事業者の経営の改善発達を支援する事業等に補助することにより、地域経
済社会の形成に大きな役割を果たしている小規模事業者の振興と安定を図る。

対　象 小規模事業者

目指すべき姿 小規模事業者の経営の改善発達を支援する事業を促進し、経営基盤を強化する。

事業内容
商工会、商工会議所が行う経営改善普及事業（巡回・窓口相談等）に要する経費に対する補助
（補助率：【県】10/10以内）

23年度 24年度（当初）

2,389,807 2,390,949

2,390,410

2,380,298

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人

23年度事業費の主な内訳

千円 2,380,298 2,390,949 ・商工会・商工会議所への補助：2,164,501千円
・長野県商工会連合会への補助：213,657千円
・(社)長野県商工会議所連合会への補助：2,140千円千円 2,389,807 2,380,298 ―

千円

11.00 11.00 11.00

千円 2,481,294 2,471,136 2,481,787

千円 91,487 90,838 90,838

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位 22年度

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
　小規模事業経営支援

円／事業者

24年度（見込）

（効率指標　算出式）
　決算額　／　小規模事業者数

講習会等による指導件数（活） 回

事業ニーズの変化 判
定
の
説
明

□　余地あり

左記以外のH23年度実績

巡回・窓口相談件数（活） 回 142,751 156,502 140,000

23年度

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価 評価区分

事業改善（有効性・
効率性）の余地

□　余地あり

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・補助金交付体系の抜本的な見直しを図り、平成27年度から新制度へ移行することとした。新制度移行調整期間
である平成22年度から26年度は現行制度を維持した上で、商工団体自らが組織の機能強化と効率化を図ることが
できるよう効果的な支援体制を目指していく必要がある。

特記事項

□　余地なし

⑤
事
業
の
課
題

区　分

県の関与を見直す
余地

27,713 27,837

・商工団体の効率的な組織体制づくりを目指し、補助金の交付
体系の見直しを実施したため、当面現行制度の定着を図る。

b
期待どおり

■　横ばい □　減少

■　当面余地なし

□　増加

2,500

・商工会、商工会議所等への補助により、巡回・窓
口相談を14万件程度実施する。
・商工会、商工会議所等への補助により、講習会等
による指導を2,500回程度実施する。

・巡回・窓口相談件数が156,502件となった。

・講習会等による指導件数が2,459件となった。

27,824

□　余地なし ■　当面余地なし

2,628 2,459

判　定　・　説　明

内　線

E-mail

担
当
課

商工労働部産業政策課

2914

sansei@pref.nagano.lg.jp


